





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第10期 150万円 前期 70万円
第11期 120万円 後期 70万円
第12期 消却せず 昭和16年
第13期 120万円 前期 90万円
第14期 120万円 後期 90万円
第15期 欠損 昭和17年
第16期 120万円 前期 70万円

























































































































































































































































































































年 次 金額（単位万円） 年 次1金額（戦万円）
第・9回（自昭和4年12月至大正5年5月）
器鯛
魏
鵜
鋸鯛
糊圏
翻圖
霧謡
魏謂
魏
第38回
3
5
5
1
0
1
5
1
0
1
0
1
0
1
0
5
5
5
8
5
5
5
5
1
0
1
5
1
5
第39回
器12x
纂1調
魏
器1箔
翻嵩
魏
器1鯛
器：調
器1箔
第58回（自昭和10年5月至昭和10年11月）
5
0
0
0
5
5
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
5
0
0
1
1
1
1
1
1
2
2
2
2
2
1
2
3
3
3
3
3
5
5
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益処分案」で，左側下段のように，利益処分
による建物機械償却積立金を開設した。
　この方式は，次の第4期営業年度（自明治
42年7月至同43年6月）には直ちに改められ，
損益計算書「支出之部」の末尾に，「建物機
械減価引除金」50，000円として費用計上する
ことになり，この引除金をふくむ「支内之
部」の合計を「収入之部」から差引いた額を
「当期利益金」とした。前項の諸会社の場合
のように，　「当期利益金」と「当期純益金」
との二本建の利益表示は行なっていない。
　さらに次の第5期営業年度（自明治43年7月
至同44年6月）には，定款の一部改正を行ない，
第35条を設けて次のように規定した。
確な断定はできない。
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そ
　この期の建物機械減価引除金は250，000円
であった。また，この期から，営業報告書の
末尾に参考として，　「減価引除金計算表」を
公開することになった。第6期営業年度から
公開されることになった「減価引除金及諸積
立金表」とともに，これら二つの計表は，そ
の後も永く同社の営業報告書末尾に参考資料
として添付されることになるのである。第6
期営業年度につきこの両計表の実況を示すと
次頁上段のとおりである。なお原典は縦書・
漢数字である。
　毎期作成されている「減価引除金計算表」
を通覧して，建物と機械との償却額につい
て，個々にみると一見してもっともらしい金
　日清製粉株式会社が「固定資産償却金」を
計上するようになったのは，ようやく大正5
年の第19回決算（自大正4年12月至同5年5月）
からである。
　この時期から，同社では，「当季利益金」
と「当季純益金」という二本建の利益表示を
するようになった。いうまでもなく，前者は
償却前利益である。大正5年以前では，「当
季利益金」という概念はいっさい用いず，す
べて「当季純益」だけである。
　償却金額は，「アトランダム」なものであ
りもっぱら純財務政策上の決定によってい
る。同社の昭和10年5月26日より昭和10年11
月25日までの第58回決算における「固定資産
償却金五十万円」までの実況を統計データに
まとめて示すと前頁下段のとおりである。な
お名称はすべて「固定資産償却金」である。
（4）明治製糖株式会社・大日本製糖株式会
　　社の場合
　明治製糖株式会社は，第3期営業年度の営
業報告書（自明治41年7月至同42年6月）の「利
利
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減価引除金計算表
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額が掲示されているが，両者の合算額は，常
に，50万円とか，25万円というふうに「ラウ
ンド・ナンバー」であり，「減価引除」の金
額を純政策的かつ「アトランダム」に定めて
いたと推定できる。この実情からすると，第
5期の定款改正で「原価百分ノ五以上」　（前
頁左側）という内書きを設けたのは，「以上」と
いう点で多少の融通がきくとしても，まさに，
自縄自縛の感がある。それかあらぬか次回の
第6期営業年度（自明治44年7月至同45年6月）
では，直ちに定款の再改正を行なって，この
「原価百分ノ五以上」とある内書きの部分を
削除している。同期の引除額は，上の表のと
おり500，000円であった。爾後，第7期・第
8期は，それぞれ，150，000円と550，000円
であり，ひきつづき，同様の会計処理が昭和
の二桁の時代にまでつづくのである。
　参考のために，昭和14年度後半期（自昭和
14年4月至同年9月）の実況を次頁（左側）に掲
げる。
　恩給扶助基金と減価引除金とを，損益計算
書の枠組の上で区別してはいるが，この両者
を「再差引」して損益計算書の末尾に当期利
益金を示している。この際，多くの会社でみ
196
られたような，「当期純益金」といった概念
は，いっさい用いていない。「収支差引」と
いうタイトルによっている。ただし，この
「収支差引」と「当期利益金」とを区別し
て，恩給扶助基金繰入額をふくめた償却後利
益と償却前利益とを示そうとする意図は極め
て明白である。
　大日本製糖株式会社は，市況の好転期をむ
かえた明治45年5月から大正元年10月の第34
回営業報告書で，損益計算書の末尾に「船舶
什器其他減価償却」67，630円42銭を費用に計
上した上で，当期利益金1，263，842円24銭を
報告した。
　爾後の数会計期は償却をしなかったばかり
でなく，場合によっては利益処分案で「固定
財産減価償却金」を提示したこともあった。
その利益処分充当額は，例えば30万円とか40
万円とかいう「ラウンド・ナンバー」の金額
であった。
　昭和3年11月から同4年4月までの第67回
営業報告書では，　「当期益金」と「当期純益
金」という用語を使い分けて，損益計算書の
末尾で，次頁上段（右側）のように，　「固定財
産減価償却金」を掲示するに至った。
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・同一構造であるが，大日本精
糖株式会社の場合は，　「当期益
金」（償却前利益）と「当期利益
金」（償却後利益）とを区別して
いる。すなわち明治精糖株式会
社で「収支差引」と名づけてい
る個所が，「当期益金」となっ
ているだけである。「収入之部」
・「支出之部」の勘定科目欄の
名称はすべて両者で同じであ
る。大日本精糖株式会社のこの
決算での「固定資産償却金」は
150万円であった。
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（5）台湾製糖株式会社・
　　東洋製糖株式会社の場合
　台湾製糖株式会社は，第12年度報告書（自
明治44年7月至同45年6月）中の損益計算書に，
次のような「機械建築物其他固定資産消却
金」35万円を掲上した。その実況は次頁上段
のとおりである。
　この損益計算書の構造は，その後もひきつ
づいて採用されている。また「償却金」の数
値は，すべて「ラウンド・ナンバー」で端数
のないものになっている。
　参考のために，昭和18年4月より同年9月
までの第96回報告書の損益計算書につき付言
しておく。これは，明治精糖株式会社の場合
の同時期のもの（前掲）とまったく同一形式
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機械建築物其他固定資産消却金一覧表
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第十二年度分
　損益計算上の費用に計上して償却を行なう
という方針が一貫している点を注目したい。
ただし償却金額は，ひさつづき，「ラウンド
・ナンバー」の数値であった。若干の統計デ
ータを編成して次頁（左上段）に示そう。
　明治末年までの同社の「消却」の対象とな
った資産項目とその累計額は，「計算書類」
に付属して公開された本頁中段の「機械建築
物其他固定資産消却金一覧表」により明らか
である。
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　昭和の二桁の時代に入っても，このような
方式は，一貫して採用された。参考のため
に，第72回決算（昭和19年9月）の損益計算書
を下に示しておく。
　東洋製糖株式会社は，利益処分による「機
械建築物償却積立金」を設定している。前述
の台湾製糖株式会社の第12年度決算と同時期
の当社の第6回営業報告書（自明治44年7月至
同45年6月）から，実況を次頁左側（上段）に示
す。
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二
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六
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二
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引
当
期
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益
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内
機
械
建
築
其
他
償
却
金
再
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当
期
純
益
金
　
　
　
　
　
　
　
円
八
、
五
＝
二
、
三
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・
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一、
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、
○
○
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・
○
○
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、
一
一
三
、
三
六
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八
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金金
損
益
計
算
書
（
大
正
四
年
六
月
三
十
日
）
収
　
入
　
之
　
部
合
計
金
六
百
七
万
八
千
四
拾
参
円
五
拾
参
銭
金金
支
出
　
之
　
部
一
金
六
拾
万
円
合
計
差
　
引
何何
々々
何何
々々
機
械
建
物
其
他
償
却
金
四
百
五
拾
六
万
参
千
七
百
七
拾
壱
円
弐
拾
五
銭
四
厘
金
壱
百
五
拾
壱
万
四
千
弐
百
七
拾
弐
円
弐
拾
七
銭
六
厘
　
利
益
金
利
益
　
金
　
分
　
配
　
案
一
金
壱
百
五
拾
壱
万
四
千
弐
百
七
拾
弐
円
弐
拾
七
銭
六
厘
　
　
当
期
利
益
金
一
金
拾
万
七
千
七
百
参
拾
壱
円
弐
拾
銭
五
厘
　
　
　
　
　
　
　
前
期
繰
越
金
合
計
　
金
壱
百
六
拾
弐
万
弐
千
参
円
四
拾
八
銭
壱
厘
内
金
八
万
円
金
弐
拾
万
円
金
拾
万
円
　
　
　
・
金
八
万
五
千
円
金
八
拾
弐
万
六
千
円
金
参
拾
参
万
壱
千
参
円
四
拾
八
銭
壱
厘
法
定
積
立
金
機
械
建
物
償
却
積
立
金
別
途
積
立
金
役
員
賞
与
及
交
際
費
配
当
金
（
年
壱
割
四
分
）
後
期
繰
越
金
では費用償却はせずもっぱら利益処分の積立
のみであり，その金額は35万円であった。
利
　
益
　
分
　
配
　
案
一
金
壱
百
七
万
参
千
五
百
参
拾
四
円
九
拾
八
銭
九
厘
一
金
拾
万
四
千
八
百
拾
参
円
五
拾
壱
銭
壱
厘
合
計
　
金
壱
百
拾
七
万
八
千
参
百
四
拾
八
円
五
拾
銭
　
　
内
　
金
五
万
五
千
円
　
金
拾
七
万
五
千
円
　
金
拾
万
円
　
金
壱
万
円
　
金
七
万
五
千
円
　
金
四
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弐
万
円
　
金
拾
万
五
千
円
　
金
弐
拾
参
万
八
千
参
百
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八
円
五
拾
銭
当
期
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益
金
前
期
繰
越
金
法
定
積
立
金
機
械
建
築
物
償
却
積
立
金
別
途
積
立
金
職
員
職
工
恩
給
基
金
役
員
賞
与
金
配
当
金
（
年
壱
割
六
分
）
特
別
配
当
金
（
年
三
分
）
後
期
繰
越
金
　この両社は，明治末年に全く対照的な取り
扱いをしている。東洋製糖株式会社は，つづ
く第7回・第8回の決算で，おのおの，3万
円ずつの積立をしたが，第9回（自大正3年
7月至同4年6月）では，極めて特徴的・過渡的
な取り扱いがみられた。すなわち，「損益計
算書」の「支出之部」の末尾に「機械建物其
他償却」60万円を費用計上した上で「利益
金」を測定・報告するとともに，　「利益金分
配案」でも利益処分として別途に「機械建物
償却積立金」を積立てているのである。この
ような二元的取り扱いは，当時としても珍し
いことである。
　その実況は本頁右側のとおりである。
　第11回決算（大正6年6月）になってようや
く，損益計算書の末尾（「支出之部」）に「当期
利益金」（償却前利益）と「当期純益金」　（償却
後利益）を区別して，次頁上段のような形の
費用償却をなすに至った。なお，第10回決算
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金
六
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弐
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六
千
八
百
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五
円
四
拾
四
銭
弐
厘
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
当
期
利
益
金
　
　
　
　
内
　
金
壱
百
万
円
　
　
　
　
　
　
　
　
　
機
械
建
物
其
他
償
却
金
再
差
引
金
五
百
拾
弐
万
六
千
八
百
七
拾
五
円
四
拾
四
銭
弐
厘
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
当
期
純
益
金
差
　
損
益
計
算
書
（
支
出
之
部
）
…
…
…
（
省
略
）
…
…
…
…
引
の
末
尾
の
部
分
を
抜
出
（6）森永製菓株式会社の場合
　株式会社森永商店（後に森永製菓株式会社と
改称）は，明治43年下半期（自明治43年10月至
同44年3月）第2回報告書で，損益計算書の
末尾に「財産減損償却」10，000円を計上した
第
七
回
第
八
回
第
九
回
第
十
回
第
十
一
回
一
〇
、
一
七
、
一
五
、
二
五
、
六
〇
、
七
七
二
円
四
四
銭
六
四
二
円
八
一
銭
○
○
○
円
○
○
○
円
○
○
○
円
第
十
三
回
第
十
四
回
第
十
五
回
第
十
六
回
計
上
せ
ず
計
上
せ
ず
計
上
せ
ず
計
上
せ
ず
上で「当季利益金」23，617円45銭2厘を報告
している。爾後これに類する会計処理はな
く，第7回報告（自大正2年4月至同年9月）以
後になると本頁下段（左側）の統計データのよ
うな財産減損償却額を費用に計上している。
　第7・8回を除いて，償却金額は一見して
政策的数値と知れる。なお，第17回（自大正
7年10月至8年3月）は，財産減損償却は行な
っていないが，利益処分議案に，　「営業権償
却」140，000円を掲示した。
　この営業権償却額は，当時のこの会社とし
て極めて多額なものである。第17回決算で
は，貸借対照表上の資産として「地上権営業
権其他」145，652円12銭が計上されているの
で，この利益償却により大部分が一挙に消去
「ライティング・オフ」（writing－off）され
たわけである。第18回決算の貸借対照表上の
「地上権営業権其他」は，いうまでもなく
5，652円12銭であった。
　第29回（自大正13年4月至同年9月）報告書
で，同社は，　「当季利益金」と「当季純利益
金」という二本建の利益表示を採用した。
「当季利益金」685，585円40銭から，「固定資
産償却金」50，000円を差引いて「当季純利益
合　　　差　　　　総　　　　総
　前当　諸営　　　雑売
期期錆内損 纉
　繰純引　業　金収
　　　　却　　訳　　　益訳計越益
　金金
、、
五
四
一
、
九
五
〇
、
四
九
二
、
三
〇
九
・
〇
六
七
三
八
・
八
四
〇
四
七
・
九
〇
金費
一、
二
一
五
、
一
四
四
・
八
六
二
八
三
、
○
○
○
・
○
○
入金
、、
五
四
一
、
四
九
七
、
四
九
八
、
九
二
一
・
二
七
七
三
二
・
六
五
一
四
四
・
八
六
損
益
計
算
書
（
自
昭
和
十
八
年
四
月
一
日
至
昭
和
十
八
年
九
月
三
十
日
）
益
　
金
三
、
〇
三
九
、
四
五
三
・
九
一
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金」635，585円40銭を報告している。
　後に，固定資産償却金という名称は，　「諸
錆却金」と変更されたが，それと同時に，右
のような二本建の利益表示を廃止している。
すなわち，　「総損金」を「営業費」と「諸錆
却金」とに区分する方式をとった。昭和18年
4月より同年9月に至る第67回営業報告書よ
り損益計算書（前期繰越金をふくむので，最終差
額は処分可能利益を示す）の実況を示すと，前
頁下段（右側）次のとおりである。
（7）　日本窒素肥料株式会社の場合
　日本窒素肥料株式会社の第14期（自明治45
年7月至大正元年12月）決算報告と第15期（自
大正2年1月至同年6月）とにつき，　「損益計
算書」と「準備積立金及ヒ利益金分配案」と
を比較してみると次頁のとおりである。
　第15期では，損益計算書の最終末尾の金額
を，従前どおり「当期益金」としているが，
「準備積立金及ヒ利益金分配案」では，第14
期の場合のように「当期純益金」とせずとく
に「当期利益金」としている。この当期利益
金という概念は，いうまでもなく償却前利益
という意味に用いており，第15期から，　「財
産償却金」を利益分配案に掲示することにな
るのである。爾後，利益処分として償却を行な
うことになったのであるが，たまたま償却を
しない期では，「当期利益金」という名称をい
っさい用いていない。償却金額は，いずれも
政策的に「アトランダム」に決めている。そ
の実況を統計データに編成して右側（上段）に
示す。
　統計データで，ゴヂック体で示した第20期
決算（大正4年後半期）以後では，とくに特徴
的な取り扱いの変化がみえている。すなわ
ち，この期から「財産償却金」を損益計算書
の「支出之部」に掲上した上で「純益金」を
計算・報告するとともに，「分配案」では従
前と同様に「当期利益金」・「財産錆却金」
年　次・期 金額（単位万円）
大正2年
〃
〃
〃
〃
〃
〃
　　前期
　　後期
3年　前期
　　後期
4年　前期
　　後期
5年　前期
　　後期
6年　前期
　　後期
7年　前期
　　後期
8年　前期
　　後期
5
3
シ
ー
5
4
5
5
5
6
5
7
0
5
0
8
0
0
0
0
0
2
0
2
0
　
　
ナ
　
　
　
　
　
ー
1
1
1（「償」と「錆」とを混用している）・「純益金」
の三者を明示するのである。その実況は次々
頁上段のとおりである。
　分配案で示してある「当期利益金」9Q4，41
4円49銭は，「償却前利益」であり，損益計算
書の「純益金」と「財産償却金」の合算額で
ある。　「財産償（錆）却金額」は実に55万円
準備積立金及利益金分配案
総　収　入
総　支　出
当期利益金
　内
財産錆却金
差引純益金
　内
準備積立金
退職手当基金
役員賞与金
　　　　円
26，383，098・52
18，848，970・07
7，434，128・45
500，000・00
6，934，128・45
700，　000・00
200，000・00
150，000・00
　再差引
前期繰越金
　合　計
　　内
配　当　金
5，884，128・45
　774，234・83
　
50
2
F
D
ρ
0
円2付
付
ニ
ニ
株
株
一
一
旧
新
金
割
越
一
　
繰
年
期
　
　
後
6，658，363・28
5，875，∞0・00
783，363。28
202
日本減価償却生成史の実証研究〔1）（久野）
損
　
益
　
計
　
算
　
書
（
第
十
四
期
）
収
入
科
　
目
金
額
製
品
代
電
力
料
電
灯
料
雑
収
入
合
　
計
四
六
四
、
〇
五
二
　
二
二
、
九
六
八
　
　
五
、
四
七
一
　
一
五
、
七
五
六
一
〇
〇
八
三
〇
二
五
〇
四
三
〇
五
〇
八
、
一
四
八
六
一
〇
支
出
科
目
｝
金
額
営
業
費
店
　
　
費
当
期
益
金
合
　
計
三
二
二
、
一
九
二
　
二
二
、
四
七
八
一
六
三
、
四
七
七
五
〇
八
、
一
四
八
七七一
一一 ｵ四〇六
六
一
〇
　
　
　
　
準
備
積
立
金
及
ヒ
利
益
金
分
配
案
一
、
金
拾
六
万
参
千
四
百
七
拾
七
円
七
拾
壱
銭
四
厘
　
　
　
内
　
　
金
壱
万
六
千
四
百
円
也
　
　
金
八
千
弐
百
円
也
差
引
　
金
拾
参
万
八
千
八
百
七
拾
七
円
七
拾
壱
銭
四
厘
　
　
　
金
壱
万
弐
千
百
拾
七
円
五
拾
六
銭
也
合
計
　
金
拾
五
万
〇
九
百
九
拾
五
円
弐
拾
七
銭
四
厘
　
　
　
内
　
　
金
拾
万
円
也
（
年
壱
割
）
一
株
二
付
金
弐
円
五
拾
銭
也
　
　
金
五
万
〇
九
百
九
拾
五
円
弐
拾
七
銭
四
厘
当
期
純
益
金
準
備
積
立
金
賞
　
与
　
金
前
期
繰
越
金
配
　
当
　
金
後
期
繰
越
金
損
益
計
算
書
（
第
十
五
期
）
収
入
支
出
科
　
目
金
額
科
　
目
「
金
額
製
品
代
五
一
三
、
三
四
八
三
七
〇
営
業
費
三
四
二
、
六
二
四
五
五
六
電
力
料
二
二
、
一
九
六
二
一
〇
店
　
　
費
二
二
、
五
七
九
八
七
八
電
灯
料
五
、
四
二
七
八
九
〇
当
期
益
金
一
九
六
、
八
六
〇
二
〇
六
雑
収
入
二
一
、
〇
九
二
〇
七
〇
合
　
計
五
六
二
、
〇
六
旦
六
四
・
合
計
五
六
二
、
〇
六
旦
六
四
〇
準
備
積
立
金
及
ヒ
利
益
金
分
配
案
一
金
拾
九
万
六
千
八
百
六
拾
円
弐
拾
銭
六
厘
当
期
利
益
金
内
金
五
万
円
也
財
産
償
却
金
差
引
金
拾
四
万
六
千
八
百
六
拾
円
弐
拾
銭
六
厘
当
期
純
益
金
内
金
壱
万
四
千
七
百
円
也
準
備
積
立
金
金
壱
万
弐
千
円
也
役
員
賞
与
金
再
差
引
金
拾
弐
万
壱
百
六
拾
円
弐
拾
銭
六
厘
金
五
万
九
百
九
拾
五
円
弐
拾
七
銭
四
厘
前
期
繰
越
金
合
計
金
拾
七
万
壱
千
壱
百
五
拾
五
円
四
十
八
銭
　
　
　
内
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五
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四
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五
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三
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費
営
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費
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産
償
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金
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益
　
金
五
六
八
、
六
〇
九
一
⊥
ハ
一
、
六
四
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五
五
〇
、
○
○
〇
三
五
四
、
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一
四
　
〇
一
〇
二
九
〇
〇
〇
〇
四
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〇
合
　
　
　
計
　
　
一
、
六
三
四
、
六
六
四
七
九
〇
合
　
計
τ
、
六
三
円
六
六
四
七
九
・
き同社で採用され，昭和も二桁の時代にまで
およんでいるのである。参考のために第67期
（自昭和13年12月至同14年5月）の「損益計算
書」と「準備積立金及利益金分配案」の実況
を示すと，本頁（下段）と前々頁（下殺）のとお
にのぼっており，当該期間の製品費（売上原価）
にほぼ匹敵し，純利益をはるかに超えるほど
の巨額であった。
　第20期のこの方式と償却金額を純政策的配
慮だけで決定するというやり方は，ひきつづ
書算計益損
自昭和十三年十二月一日
至昭和十四年五月三十一・　H
額金出支額金入収
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ていたのである。ところが，次の第2回（明
治40年下半期）からは，損益計算書・「支出之
部」（下段左側参照）に「建物機械及器具代償却」
を費用計上するに至った。なお，とくに注目
すべきことは，同社では，第1回報告の「利
益分配案」で「利益金」と「純益金」とを使
い分けているのを唯一の例外として，これ以
外では「償却前利益」を「当期利益金」とし，
「償却後利益」を「当期純益金」とするよう
な当時一般化していた利益金の二本建の表示
をいっさい採用していないことである。
　第2回報告（自明治40年7月至同年12月）以
後の償却金額の状況は，次掲のデータのとお
りである。
金額（円）次金額（剛年次年 i
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匿
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：
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りである。
第18回
第19回
第20回
第21回
第22回
第23回
第24回
第25回
第26回
第27回
第28回
第29回
第30回
第31回
第32回
第33回
（大’ll：1）
第34回
13，54306
13，54306
　　　　　　i
　9，48014
　　　　　　1
13，54306
　　　　　　1
（不　明）
　　　　　　1
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　　　　　　1
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　　　　　　j
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（不　明）
　　　　　　L
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（8）麟麟麦酒株式会社の場合
第2回報告
（明・40・7〃　40・12）
第3回
第4回
第5回
第6回
第7回
第8回
第9回
第10回
第11回
第12回
第13回
第14回
第15回
第16回
（大・3・7〃3・12）
第17回
　償却金額は，当時多くの会社でみられたよ
うな，一見してわかる「ラウンド・ナンバー」
の純政策的な決定額とはちがって，端数も出
ている。しかし，年次をおってこのようにな
らべてみると，第2回から第12回まででは，
若干の例外はあるが，「13，543円6銭」とい
う数字が頻出しており，同様の現象が，第16
　明治40年1月ないし6月までの第1回営業
報告においては，次の利益金分配案の本文が
示すように，利益処分としての償却を実施し
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回から第21回までの「51，209円44銭」につい
てもみえている。かかる現象は，年次が下っ
ても同様である。推定するのに，第33回（自大
正12年1月至同年6月）頃から，ようやく所定
の計画によって計算法を定めた減価償却が行
なわれたようである。
なお，第33回営業報告からは，　「建物機械
及器具代償却」に代えて，　「興業費償却」と
いう名称を採用している。
「興業費」というこの名称は，官設鉄道等
における「作業特別会計」で用いたもので，
「セメント製造会社」（次稿参照）でも初期の会
計で用いたこともあるが，麦酒会社では，麟
麟麦酒株式会社のほか大日本麦酒株式会社そ
の他でも固定資産の報告項目として創業時か
らひきつづいて用いられている。すなわち，
財産目録では，　「興業費」内訳「土地・建物
・機械等」としているが，貸借対照表では，
資産の部で土地・建物・機械等の形態別項目
を設けずに，これらをひっくるめて「興業費」
としているのである。
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（9）難三越呉服店の場合
後賞配準別準　厘当前期　　　備途備
繰与当積積積越　　　立立立
金金金金金金
期期
純繰
益越
金金
明治38年上半期（自明治38年1月至同年6月）
第1期営業報告を行なった難三越呉服店は
明治41年上半期の第7期に至って，はじめて
利益処分により「家屋償却準備積立金」10，000
円を計上することになった。すなわち，「配
当計算」と名づけられたその利益処分議案の
実況は，本頁右側（上段）のとおりであった。
爾後の各期における積立額は，本頁右側（下
段）の統計データのような実況である。明治44
年上期「家屋償却積立金」，明治44年下期「家
屋及什器減価償却」等にみるように名称の変
化もあったが「家屋及什器減価償却」という
名称がおおむね用いられている。昭和になる
と「資産償却」（金）という名称になる。すべ
て利益処分議案で提案されている。
昭和7年下期（第56期）になってはじめて
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28，、4、）44
　　173，17086
・6，…！・
40・998135
250，00000
　　t
「資産償却金」が損益計算書に掲示されるよ
うになる。すなわちその実況は，次頁上段
（左側）のとおりであった。
損益計算書の報告実務では，このような大
雑把な総益金・総損金のような公開の形式
は，昭和二桁の時代に入っても案外に多いの
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である。ここでは，その一例として昭和19年
9月決算の森永産業株式会社の第43回営業報
告書より同社の損益計算書を本頁右側（上段）
に掲示しておく。時代が下っているので，そ
れそれ多少の内訳項目を開設してはあるが，
随分と集約したものである。また，　「諸錆却
金」（70，000）の取り扱いも，旧態依然たると
ころがみうけられる。
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